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The Enforcement Conditions of Soldier’s Family Aid Ordinance in the Russo- 
Japanese War and the Development to the Soldier’s Family Aid Work (Ⅰ) 
-The Typical “Japanese” Characteristics of the Public 






















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































○１．訓257号 明37.4.8 内務大臣芳川顕正  添付（別紙）応召下士兵卒家族救助令施行ニ関スル心得事項 
 〔下士兵卒家族救助令公布に際しての訓令および添付心得事項〕 
○２．地甲44号 明37.4.9 内務次官山懸伊三郎／通牒 
 〔下士兵卒家族救助令の施行について〕 
３．秘甲75号 明37.4.20 内務大臣官房会計課長大谷靖／内務省地方局長吉原三郎連名通牒  添付 様式（第一表、第二表）
 〔応召人員等の調査報告に関する件〕 
４．秘甲76号 明37.4.20 内務大臣官房会計課長大谷靖／内務省地方局長吉原三郎連名通牒 
 〔下士兵卒家族救助令施行予算配当について〕 
５．秘甲84号 明37.5.3 内務省地方局長吉原三郎／通牒 
 〔軍人救護の各種義捐金等の公務公金管理の諸帳簿類調整保管について〕 
○６．地甲67号 明37.5.26 内務省地方局長吉原三郎／通牒 
 〔下士兵卒家族救助令施行上の諸注意について〕 
○７．地甲110号 明37.8.1 内務省地方局長吉原三郎／通牒  添付：事例 1.長野市ニ於ケル軍人家族生業扶助ノ計画  2.福島
県福島鳳鳴会ノ幼児日中保育所ノ状況 3.神戸市ニ於ケル軍人家族授産的救護ノ状況 
 〔下士兵卒家族救助令の生業扶助施設推進について〕 
８．地甲150号 明37.9.1 内務大臣官房会計課長大谷靖／内務省地方局長吉原三郎連名通牒 
 〔救助費予算配付で応召当月分の取扱について〕 
９．地甲175号 明37.10.11 内務省地方局長吉原三郎／通牒  添付 様式 
 〔救護金による救助報告の様式について〕 
10．地甲186号 明37.10.28 内務大臣官房会計課長大谷靖／内務省地方局長吉原三郎連名通牒 
 〔救助費予算の臨時特別事件費扱いによる注意について〕 
11．地甲219号 明38.1.24 内務大臣官房会計課長大谷靖／内務省地方局長吉原三郎連名通牒 
 〔扶助期間の起算方法および死亡後の処置方策について〕 
12．地発154号 明38.5.24 内務省地方局長吉原三郎／通牒 
 〔応召人員報告の遅延・督促について〕 
参考ａ 地甲125号 明38.7.15 内務次官山県伊三郎／通牒 
 〔軍人家族救恤の為め英国公使夫人より皇后陛下に献納した義金御下賜金の配分について〕 
13．地発351号 明38.12.25 内務省地方局長吉原三郎／通牒 
 〔戦局終了に伴う応召人員報告の取扱について〕 







































































































































































































































































































































































































































































































○１．訓令一・15号 明37.4.20 軍人家族救護方法ニ関スル件 郡市長宛 知事名 
 〔訓257号／内務大臣訓令・別紙心得の移牒通牒〕 
２．下士兵卒家族救助令施行上必要ノ事項調査ノ件 明37.4.28 郡市長宛 県内務部長通牒  添付 様式別表（第一表、第二表）
３．団体救護金銭保管ニ関スル件 明37.5.14 郡市長宛 県内務部長通牒 
 〔秘甲84号／内務省地方局長通牒の移牒通牒〕 
○４．県令48号 明37.5.3 下士兵卒家族救助令施行細則 
○５．訓令34号 明37.5.3 下士兵卒家族救助令施行手続 郡市役所・町村役場宛 知事名 
△６．県令53号 明37.5.24 下士兵卒家族救助令施行細則中改正 
 〔交付対象＝家事経理者を明記するなどの改正〕 
７．訓令36号 明37.5.24 下士兵卒家族救助令施行手続中改正 郡市役所・町村役場宛 知事名 
 〔二条、三条の削除などの改正〕 
○８．内訓一・7号 明37.8.11 軍人家族救護ニ関スル件 郡市長宛 知事名  添付 軍人家族生業的扶助方法、生業奨励方案 
 〔生業扶助の強調とその具体方法・事例の提示など〕 
△９．県令88号 明37.11.22 下士兵卒家族救助令施行細則中改正 
 〔生業扶助と食料補給の併給の容認などの改正〕 
△ 10．訓令49号 明37.11.22 下士兵卒家族救助令施行手続中改正 郡市役所・町村役場宛 知事名 
11．訓令一・甲191号 軍人家族ノ救護ノ状況取調ノ件 明38.2.25 郡市長宛 内務部長通牒  添付 様式（下士兵卒家族救護
状況調査票） 
○ 12．県令24号 明38.4.1 下士兵卒家族救助令施行細則中改正 
 〔全面改正、給与金額の改正および給与金品の給与時期、当月分の取扱等〕 
△ 13．県令46号 明38.7.18 下士兵卒家族救助令施行細則中改正 
 〔救助金額の引上げ改正、24円→36円〕 
○ 14．訓令一・21号 明38.7.22 下士兵卒家族救助令施行手続中改正 郡市役所・町村役場宛 知事名 
 〔全面改正〕 
○ 15．訓令一・107号 明38.7.22 下士兵卒家族救助ニ関スル訓令 郡市役所宛 知事名  添付 生業扶助ノ方法 
 〔救護方法は施与的救助でなく生業扶助を主眼とし、当局者は就業の便宜を用意すべし〕 
16．訓令一・113号 明38.7.27 出征軍人下士卒家族救護ノ状況報告 郡市長宛 知事名  添付 様式（出征軍人家族救護表）



































































































































































































郡市名 食料補給 生業扶助 施療費 葬儀費 計 
大島郡      
玖珂郡      
熊毛郡   8     8 
都濃郡   1  1    2 
佐波郡   3     3 
吉敷郡     1  1 
厚狭郡  15    15 
美祢郡   1     1 
豊浦郡  12  1  1  14 
大津郡   1     1 
阿武郡  19    1 20 
下関市  40   1  41 










































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































１－① 訓257号 明37.4.8 内務大臣訓令 知事宛 〔救助令施行に際しての訓令および添付／心得事項〕 
１－② 地甲44号 明37.4.9 内務次官通牒 知事宛 〔救助令の施行について〕 
１－③ 地甲67号 明37.5.26 内務省地方局長通牒 知事宛 〔救助令の施行上の諸注意について〕 




２－① 山口県訓令一・15号 明37.4.19 軍人家族救護方法ニ関スル件 郡市長宛 知事名 添付／心得
事項 
２－② 山口県令48号 明37.5.3 下士兵卒家族救助令施行細則 
２－③ 山口県訓令34号 明37.5.3 下士兵卒家族救助令施行手続 郡市役所・町村役場宛 知事名 
２－④ 山口県内訓一・7号 明37.8.11 軍人家族救護ニ関スル件 郡市長宛 知事名 添付／生業的扶
助方法、生業奨励方案 
２－⑤ 山口県令24号 明38.4.1 下士兵卒家族救助令施行細則中改正 
２－⑥ 山口県訓令一・21号 明38.7.22 下士兵卒家族救助令施行手続中改正 郡市役所・町村役場宛 
知事名 
２－⑦ 山口県訓令一・107号 明38.7.22 下士兵卒家族救助ニ関スル訓令 郡市役所宛 知事名 添付
／生業扶助ノ方法 
２－⑧ 庶390号 明38.8.18 軍人家族救恤ノ為メ英国公使夫人ヨリ皇后陛下ニ献納シタル義金御下賜ノ



































































































































































































































































資料２－② 山口県令48号 明37.5.3 下士兵卒家族救助令施行細則 
＊ 『山口県報』（号外 明37.5.3）に掲載のものによる。 
 
下士兵卒家族救助令施行細則左ノ通定ム 





一 営業資本ノ供給           一家族年額金弐拾円以内 
二 営業用器具ノ供給          一家族年額金弐拾円以内 
三 出稼費用ノ供給           一家族年額金拾円以内 
寺脇隆夫：日露戦争時の下士兵卒家族救助令の施行状況と軍人家族援護事業への展開（上） 
72 
四 種穀類ノ供給            一家族年額金五円以内 
五 生業講習費             一家族年額金拾円以内 
二 食料補給 
一 年齢十三年以上           日別米参合以内 




一 薬価及診察料            一家族年額金五円以内 
二 入院料及手術料           一家族年額金五円以内 
四 葬儀 
一 年齢六年以上            一人金五円以内 






















資料２－③ 山口県訓令34号 明37.5.3 下士兵卒家族救助令施行手続 郡市役所・町村役場宛 知事名 
＊ 『山口県報』（号外 明37.5.3）に掲載のものによる。 
 
下士兵卒家族救助令施行手続左ノ通定ム 



































＊編者注  この施行手続は、その後、以下の二度にわたり部分改正されている。 










































































































資料２－⑤ 山口県令24号 明38.4.1 下士兵卒家族救助令施行細則改正 
＊ 『山口県報』（号外 明38.4.1）に掲載のものによる。 
 
下士兵卒家族救助令施行細則左ノ通改正ス 





一家族ニ付        年額弐拾四円以内 
二 食料補給 
家族一人ナルトキハ    月額壱円以内 
同 二人ナルトキハ    同 壱円六拾銭以内 
同 三人ナルトキハ    同 弐円拾銭以内 
同 四人ナルトキハ    同 弐円五拾銭以内 
同 五人ナルトキハ    同 弐円八拾銭以内 
同 六人以上ナルトキハ  同 参円以内 
三 施療 
一家族ニ付        年額弐拾四円以内 
四 葬儀費用 













一 生業扶助  許可ノ時々之ヲ指定ス 
二 食料補給  毎一箇月分ヲ其ノ月上旬 
三 施療    施療ヲ終リタルトキ但シ一箇月以上ニ渉ルトキハ其ノ月分ヲ翌月上旬 























資料２－⑥ 山口県訓令一・21号 明38.7.22 下士兵卒家族救助令施行手続改正 郡市役所・町村役
場宛 知事名 
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資料２－⑧ 庶390号 明38.8.18 軍人家族救恤ノ為メ英国公使夫人ヨリ皇后陛下ニ献納シタル義金























The Soldier’s Family Aid Ordinance was promulgated immediately after the Russo-Japanese War starting (April, 
1904). The whole image of the ordinance and the enforcement realities is not clear. 
In this text, it describes from among the matter that should clarify the Ordinance giving priority to the following 
problem. First, it, is the enforcement policy of the Ordinance of Home Office. Secondarily, it is about the aid work 
during the enforcement situation and the enforcement of the Ordinance in the provinces. 
The rescue relation notifying of Home Office that newly excavated it etc. were examined about the first problem. 
The historical materials related to the Ordinance enforcement situation and the aid work in Yamaguchi Prefecture 
was examined about the second problem. 
After Russo-Japanese War, “correction relief work administration” was promoted by Home office on a large 
scale. It was clarified that a new administrative measure by the Soldier's Family Aid Ordinance under 
Russo-Japanese War was pioneering correction relief work administration as a result of this research, a proving 
ground, and an origin. 
Key Words: soldier’s family aid ordinance, soldier’s family aid work, occupational aid, 
correction relief work, the russo-japanese war 
